
経済産業省デジタル・ガバメント中長期計画の概要
 「デジタル・ガバメント実行計画」（2019年12月20日閣議決定）を踏まえ、経済産業省として、
ユーザーである民間事業者に寄り添った行政サービスを提供すべく、中長期計画を改定。

 手続のオンライン化、添付書類撤廃、利便性向上を推進。
＜具体的取組＞
 特許情報提供サービスの迅速化
現状3週間程度を要している特許公報の発行を迅速化。

 補助金申請システムの展開・利便性向上
補助金申請システムの自治体・他省庁展開、更なる利便性向上を図る。

 産業保安関係法令手続の電子化
年間約25万件の紙手続の電子化を進め、執行の高度化を図る。

 エネルギー関係事業者の申請手続の電子化
揮発油販売業者・電気・ガス事業者等のエネルギー関係の申請手続を電子化。

 外為法に基づく許可承認等申請のユーザビリティ向上
輸出入許可申請システムの抜本的なユーザビリティ向上を実現。

【利用者中心のサービス改革・行政手続のデジタル化】 【プラットフォーム改革】

【価値を生み出すITガバナンス／業務におけるデジタル技術の活用】

 法人デジタルプラットフォームの構築
GビズIDの普及や、データ連携を容易にす
るGビズコネクトの構築等を通じ、官民でデー
タが有効活用される基盤を構築。

 中小企業支援プラットフォームの構築
中小企業向け総合支援サイトミラサポplusに
ワンスオンリー・リコメンデーション機能等を実
装するとともに、データ分析基盤による中小企
業に関するデータ利活用を推進。

 クラウドサービスの利用の推進
クラウド・バイ・デフォルト原則に則り、省内の
クラウドサービスの統一的なガバナンスのあり
方について検討。

 経済産業省デジタル・トランスフォーメーション（DXオフィス）の推進
外部IT人材の登用を含め、省内のデジタル化・データ活用を効果的に企画・支援。

 デジタル・ワークスタイルの実現
勤怠管理に係る全申請等の電子化を実現。また、デジタル化に対応した執務環境への変革を推進。

 経産省DXの広報と、民間事業者との協同の推進
イベント等を通じた経産省DXの積極的な情報発信や、シビックテック等との協同を推進。
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